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１．総 則 

   本基準は，大衡村が発注する工事における請負者の選定を，特別簡易型総合評価 

   落札方式で実施するに当たっての基準を示すものである。 

 

２．総合評価点の算定方法 

 (1) 総合評価は，入札参加者のうち，次のいずれの要件も満たす者を対象に行う。 

  ア 入札参加者が公告に定めた必要な要件を満たし，無効でない者 

  イ 価格以外の評価を行うため，入札公告で定めた技術等の資料（以下「総合評価 

    技術資料」という。）を提出した者 

  ウ 入札価格が，予定価格の制限の範囲内にある者（低入札価格調査により失格と

なった者を除く。） 

 (2) 総合評価点は，次の算式により算定する。 

    総合評価点＝価格評価点＋価格以外の評価点 

 (3) 価格評価点と価格以外の評価点の配点は，次のとおりとする。 

    ①価格評価点     ８０点 

    ②価格以外の評価点  ２７点 

 

３．価格評価点の算定方法 

 (1) 価格評価点は，次の算式により算定する。 

    価格評価点＝配点×（最低入札価格／入札価格） 

    ※価格評価点は，小数点以下第４位を切り捨てし，小数点以下第３位とする。 

    なお，入札価格は各入札者の入札金額とする。 

 

４．価格以外の評価点の算定方法 

 (1) 価格以外の評価点は，入札参加者が提出した総合評価技術資料により，価格以外 

   の評価項目及び評価基準に基づいて算定した評価点の合計とする。 

 (2) 総合評価技術資料の提出が無い者は失格とする。 

 (3) 価格以外の評価点は，入札参加者の申告を最大点とし，錯誤の取り扱いにより発 

   注者が行う修正評価は減点措置のみとする。 

 (4) 虚偽の申告（入札参加者が有している実績以上の内容で申告をした場合で入札参 

   加者が申請内容を証明できない場合等）による応札は失格とする。 

 (5) 錯誤の申告により，入札参加者が有している実績以上の内容で申請をした場合で 

   入札参加者が申告内容を虚偽でないことを明確に証明できた場合は，錯誤による 

   応札とし，最低点評価に修正する。また，入札参加者が有している実績以下の内 

   容で申告した場合は，錯誤による応札とし，申告内容どおりに評価する。 

 

５．落札者の決定方法 

 (1) 入札価格が予定価格の制限の範囲内にあるもので，落札候補者決定基準によ

り算出された総合評価点の最も高い者を落札候補者とする。ただし，本入札

は「低入札調査基準価格」を設定するため，落札者となるべき者の入札価格

によっては，その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそ

れがあると認められるとき，又はその者と契約を締結することが公正な取引

の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当であると認められるときは，予定

価格の制限の範囲内の価格をもって入札した者のうち，次に総合評価点の高

い者を落札者とすることがある。  
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(2) 低入札調査基準価格を下回った入札があった場合は，その入札を保留し，入

札者は後日決定する。その際，低入札価格を調査する基準となる大衡村低入

札価格取扱実施要綱に基づいた調査を実施するため，基準価格を下回った入

札を行った者は，事後の事情聴取に協力すること。  
(3) 総合評価点が最も高い者が２者以上あるときは，入札価格が低い者を落札候

補者とし，入札価格が同じ場合は，くじ引きにより落札候補者を決定する。 
(4) 落札候補者の入札参加資格の審査は，建設工事に係る大衡村条件付一般競争

入札試行要綱及び落札者決定基準により審査する。  

(5) 落札候補者を落札者と決定したときは，直ちに当該落札候補者に落札決定した旨

を通知する。ただし，低入札価格調査後，落札者が決定したときは，その結果を

入札者に対して書面で通知する。  
 (6) 配置する技術者に対するヒアリング 

    落札候補者から提出された資料等の適否を判断するため，必要に応じて配置す 

    る技術者に対するヒアリングが出来るものとする。 

    ・配置する技術者の経歴，資格 

    ・同種工事の経験の有無 

    ・同種工事の施工実績として挙げた工事の概要，特に留意した点，工夫した点 

    ・当該工事の施工上の課題，特に配慮すべき事項の有無，技術的所見 

    ・当該工事に関する質問の有無等 

 (7) 配置する技術者の取り扱い 

   配置する技術者（監理技術者（特例監理技術者を含む）又は主任技術者）の変更

は原則認めない。 

（契約前） 入札時に申告した配置する技術者を配置出来ない場合は契約できない

こととなる。（契約辞退） 

（契約後） 契約締結後，配置技術者の死亡，傷病，退職，妊娠，出産，育児，介

護その他のやむを得ない事情で配置技術者を変更せざるを得ないと発

注者が認めた場合は，工事完了時の履行確認において，新たな配置技

術者について再評価を行い，変更前の配置技術者の評価結果を下回る

評価項目については，履行が確保されなかったものとして評価する。 

ただし，配置技術者本人の妊娠・出産により変更せざるを得なくな

った場合は，再評価を要しない。（工事成績評定の減点対象としない。） 

 

６．提出する書類等 

 (1) 応札者は別記様式１から別記様式５及び別記様式１に記入した評価点を証する書

類等を提出すること。 

 (2) 別記様式１には応札者記入欄に応札者自らが該当点数を記入し提出すること。 

 (3) 資料は，次に従い作成すること。 

   ①施工実績 

     別記様式２に記載すること。記載する同種の工事の施工実績の件数は１件で 

     よい。 

   ②配置予定の技術者 

     同種の工事の経験及び申請時における他工事の従事状況等を別記様式３に記 

     載し，資格等を証明する書類として資格者証及び監理技術者講習終了証の写 

     しを提出すること。（監理技術者資格者証については，裏面の写しも提出する 

     こと。）記載する同種の工事の経験の件数は１件でよい。 
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③契約書の写し 

     ①及び③の施工実績として記載した工事に係る契約書の写しを提出すること。

契約書の写しは，工事名，契約金額，工期，発注者，請負者の確認できる部

分のみでよい。ただし，当該工事が一般財団法人日本建設情報総合センター

の「工事実績情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）」に登録されている場合は，ＣＯ

ＲＩＮＳの写しを提出すること。 

   ④災害協定による地域貢献の実績 

     災害協定による地域貢献の実績がある場合は，別記様式４に記載し，当該実

績を証明する協定書等の写しを提出すること。ただし，提出された協定書の

写しにおいて，申請書及び資料の提出期限日における当該協定の有効性が証

明できなければ実績として認めない。 

   ⑤地域支援活動等の実績 

     地域支援活動等の実績がある場合は，別記様式５に記載し，実施主体の代表

者からの証明書又は活動状況が確認できる書類（活動報告書又は活動写真等

の写し）を提出すること。 

     （地域支援活動とは，地域社会に貢献し住民の生活福祉の向上に資するもの

で，消防防災（大衡村消防団協力事業所等）・防犯・環境・福祉等のボランテ

ィア活動） 
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大衡村総合評価落札方式・価格以外の評価項目及び評価基準 

 下記における評価項目について，それぞれ評価を行い，各々評価点を算出する。 

評 価 の 視 点 評 価 項 目 評価点 提 出 書 類 

技

術

力 

企 業評 価 

ア 同種工事の経験（過去１５年間） 
契約書及び仕様

書の写  
実績あり 0.25 

大衡村発注工事での実績あり 0.50 

イ 工事成績評定（過去５年間の平均） 

宮城県建設工事 
競争入札承認者 
名簿による。  

７５点以上７８点未満 0.25 

７８点以上８０点未満 0.50 

８０点以上８２点未満 0.75 

８２点以上 1.00 

ウ 公共機関からの優良工事表彰の有無（過去５年間） 賞状の写及び表 
彰された契約書
の写  

表彰実績あり（１回） 1.00 

表彰実績あり（２回以上） 2.00 

エ ISO9001・ISO14001・みちのくＥＭＳ認証取得状況 

認証取得を証明 
する書類の写 

 

ISO9001，ISO14001 又はみちのく環境管理規格
のいずれか一つを認証取得済 

0.25 

ISO9001 及び ISO14001 の取得又は ISO9001 及び
みちのく環境管理規格の認証取得 

0.50 

オ 建設キャリアアップシステムの活用 
 

 

 

建設キャリアアップシステムの事業登録済み 

 

0.50 

 
カ 地理的条件 

入 札 参 加 登 録 

申 請 書 の 確 認  

大衡村内に本社・本店が 10 年以上所在かつ工事

成績評定点が８０点未満（過去５年間の平均） 
1.00 

大衡村内に本社・本店が 10 年以上所在かつ工事

成績評定点が８０点以上（過去５年間の平均） 
2.00 

小     計 6.50  

配 置す る 

技 術者 の 

能 力 等  

ア 同種工事の経験（過去１５年間） 
契約書，現場代
理人通知書の写  

実績あり 0.50 

大衡村発注工事での実績あり 1.00 

イ 工事成績評定（過去５年間の最高評点） 

工事成績考査結
果通知書の写等 

 

８０点以上８２点未満 0.50 

８２点以上８４点未満 1.00 

８４点以上８６点未満 2.00 

８６点以上 3.00 

ウ 公共機関からの工事事故防止優良者表彰等の有無 

  （過去５年間） 賞状の写及び表 
彰された契約書
の写 

 
表彰実績あり（１回） 2.00 

表彰実績あり（２回以上） 3.00 

エ 継続教育（ＣＰＤ）取組状況 
 

 証明あり（奨励単位の 1/2 未満） 0.25 
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証明あり（奨励単位の 1/2 以上奨励単位未満） 0.50 

証明あり（奨励単位以上） 1.00 

オ ⅠＣＴ活用証明書・週休 2 日実施証明書の有無  

証明書の写 
 

 

ⅠＣＴ活用証明書又は週休 2 日実施証明書のど 

ちらかを有している 
0.50 

 

 

ⅠＣＴ活用証明書及び週休 2 日実施証明書のど 

ちらも有している 
1.00 

小     計 9.00  

社

会

性 

労 働福 祉 

ア 建設業退職金共済制度加入の有無 

経営規模等評価 
結果通知書，総 
合評定値通知書  

自社導入，一次下請予定業者に未導入業者がいる 0.182 

自社導入（下請なし）または自社及び一次下請予

定業者導入済み 
0.364 

イ 退職一時金制度・企業年金制度導入の有無 経営規模等評価 
結果通知書，総 
合評定値通知書  退職一時金制度若しくは企業年金制度導入済 0.182 

ウ 障害者雇用の有無 雇用証明書及び 
障害者認定書の 
写  法定雇用義務達成，障害者雇用１人以上 0.727 

エ  労働条件の明示 

 
 

自社及び全下請予定業者が労働条件を明示して

いる 
0.727 

オ 女性のチカラを活かす企業の認証取得状況 

 

認証取得を証明 

する書類の写  女性のチカラを活かす企業の認証取得済み 0.50 

小     計 2.50  

地

域

性 
地 域貢 献 

ア 除雪・融雪作業の実績（過去５年間） 
契約書写等 

 大衡村道の除雪・融雪作業の実績あり 2.00 

イ 大衡村管理施設の管理業務の実績（過去５年間） 実績書証明でき

る書類  実績あり 1.00 

ウ 大衡村内での災害時における地域貢献実績（協定の有無） 

 
災害協定書の写 

 大衡村との災害協定あり 2.00 

エ 大衡村内での災害時における地域貢献実績（作業実績） 実績書証明でき

る書類  大衡村管理施設での作業実績あり 1.00 

オ 村内での企業の社会的責任等（CSR）の実績（過去２年間） 実績書証明でき

る書類  実績あり 1.00 

カ 東日本大震災での対応実績 実績書証明でき

る書類  大衡村管理施設での実績あり（村管理施設） 2.00 

小     計 9.00  

減 

点 

不 誠 実 

な 行 為 

ア 不誠実な行為の有無 自 己 申 告 及 び 
指 名 停 止 状 況 
の 確 認  

文書での改善指示複数回目（減点措置複数件） △8.00 

文書での改善指示１回目（減点措置１件） △2.00 

合          計 27.00  

○実績とする表彰の工種 

土木工事 
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○同種工事の条件 

 平成１８年度以降，元請として国又は地方公共団体から受注し，引き渡しが完了し

た請負額２千万円（税抜）以上の公園整備工事の施工実績を有している者。 

 

７．価格以外の評価項目及び評価基準の説明 

 １．技術力 

１） 企業評価 

①企業の同種工事の経験（過去１５年間） 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 実績なし 

0.25 標 準 実績あり 

0.50 優 良 大衡村発注工事での実績あり 

●同種工事とは，発注者が指示する工種を含む工事とする。 

●国，都道府県又は政令指定都市，宮城県道路公社，宮城県住宅供給公社，宮城県

土地開発公社，日本下水道事業団，市町村及び特殊法人等の発注した工事を対象

とする。 

●特殊法人等とは「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する施行令」第一

条に規定する特殊法人等の範囲とする。 

●当該工事の開札日の属する年度の直前１５ヶ年度，及び当該工事入札公告日まで

に完成し，引き渡しが完了した工事を対象とする。 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，共同企業体の代表者の同種

工事の経験を対象とする。ただし，復旧・復興建設工事共同企業体（復興ＪＶ）

として入札参加する場合は，構成員各社いずれかの同種工事の経験を対象とする

ことができる。なお，「企業評価」は同一企業とする。 

●共同企業体としての実績を認める場合は，構成員としての出資比率２０％以上の

ものに限る。ただし，特定建設工事共同企業体（乙型ＪＶ）の構成員としての同

種工事を分担工事として経験した場合は，出資比率に関係なく認める。 

 

②企業の工事成績評定（過去５年間の平均） 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 75 点未満または実績なし 

0.25 標 準 75 点以上 78 点未満 

0.50 良 78 点以上 80 点未満 

0.75 良 80 点以上 82 点未満 

1.00 優 良 82 点以上 

●宮城県建設工事競争入札参加資格登録承認者名簿記載点数とする。（同名簿記載 

点数が過去５年間の平均となっている。） 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，共同企業体の代表者の工事

成績評定を対象とする。ただし，復旧・復興建設工事共同企業体（復興ＪＶ）と

して入札参加する場合は，構成員各社いずれかの工事成績評定を対象とすること

ができる。なお，「企業評価」は同一企業とする。 

 

  ③企業の優良建設工事施工業者表彰等（過去５年間） 

配点記載内容評価基準 
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評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 表彰実績なし 

1.00 標 準 表彰実績あり（１回） 

2.00 優 良 表彰実績あり（２回以上） 

●対象となる表彰制度 

宮城県優良建設工事施工業者表彰 

東北地方整備局優良工事表彰（局長・所長） 

東北農政局農業農村整備事業等優良工事等の請負業者等の表彰 

宮城県道路公社優良建設工事施工業者表彰 

●ただし，上記の一つの表彰制度において同年度に重複受賞した場合は，複数回の

実績としてではなく， 1 回の実績と見なす。 

●当該工事の開札日の属する年度の直前５ヶ年度，及び当該工事入札公告日までの

上記の表彰制度での受賞実績を対象とする。（表彰の年度であり，表彰の対象と

なった工事の完成年度ではない。） 

●上記表彰制度のうち宮城県優良建設工事施工業者表彰については，表彰決定通知

日をもって受賞実績とする。ただし，落札決定前に当該表彰が取り消された場合

には，受賞実績とはしない。 

●当該工事と同工種（土木・建築・設備の区分）での受賞実績を対象とする。 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，共同企業体の代表者の表彰

を対象とする。ただし，復旧・復興建設工事共同企業体（復興ＪＶ）として入札

参加する場合は，構成員各社いずれかの表彰を対象とすることができる。なお，

「企業評価」は同一企業とする。 

●共同企業体としての実績を認める場合は，構成員としての出資比率２０％以上の

ものに限る。 

 

  ④ＩＳＯ9001・14001・みちのく環境管理規格（みちのく EMS)の認証取得状況 

配点記載内容評価基準   

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 認証未取得 

0.25 標 準 ＩＳＯ9001，14001 またはみちのく環境管理規格のいずれ

か一つを取得済み 

0.50 優 良 ＩＳＯ9001 及びＩＳＯ14001 の両方またはＩＳＯ9001 及

びみちのく環境管理規格の両方の認証取得済み 

●当該工事入札公告日に有効な宮城県建設工事入札参加登録資格審査の承認結果 

を対象とする。 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，共同企業体の代表者の認証

取得状況を対象とする。ただし，復旧・復興建設工事共同企業体（復興ＪＶ）と

して入札参加する場合は，構成員各社いずれかの認証取得状況を対象とすること

ができる。なお，「企業評価」は同一企業とする。 

 

  ⑤建設キャリアアップシステムの活用 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 未導入 

0.50 良 建設キャリアアップシステムの事業者登録済み 
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●（一財）建設業振興基金ホームページの登録事業者検索に事業登録が反映されて

いることを確認のうえ，申告すること。 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，構成員全ての事業者登録を

対象とすること。 

 

  ⑥地理的条件 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 大衡村内に本社・本店が１０年未満所在または所在なし 

1.00 標 準 大衡村内に本社・本店が１０年以上所在かつ工事成績評定

点８０点未満（過去５年間の平均） 

2.00 優 良 大衡村内に本社・本店が１０年以上所在かつ工事成績評定

点８０点以上（過去５年間の平均） 

●当該工事入札公告日において，大衡村内に，建設工事入札参加登録に届け出のあ  

る本社・本店が１０年以上所在している企業を対象とする。 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，構成員各社いずれかの本

社・本店の所在地を対象とすることができる。 

●工事成績評定は，宮城県建設工事競争入札参加資格登録承認者名簿記載点数とす

る。（同名簿記載点数が過去５年間の平均となっている。） 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，共同企業体の代表者の工事

成績評定を対象とする。ただし，復旧・復興建設工事共同企業体（復興ＪＶ）と

して入札参加する場合は，構成員各社いずれかの工事成績評定を対象とすること

ができる。なお，「企業評価」は同一企業とする。 

 

 ２）配置する技術者の評価（監理技術者（特例監理技術者を含む）又は主任技術者） 

  ①配置する技術者の同種工事の経験（過去１５年間） 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 実績なし 

0.50 標 準 実績あり 

1.00 優 良 大衡村発注工事での実績あり 

●同種工事とは，発注者が指示する工種を含む工事とする。 

●国，都道府県又は政令指定都市，宮城県道路公社，宮城県住宅供給公社，宮城県

土地開発公社，日本下水道事業団，市町村（建築・設備工事のみ）及び特殊法人

等の発注した工事を対象とする。 

●特殊法人等とは「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する施行令」第一

条に規定する特殊法人等の範囲とする。 

●当該工事の開札日の属する年度の直前１５ヶ年度，及び当該工事入札公告日まで

に完成し，引き渡しが完了した工事を対象とする 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，共同企業体の代表者の技術

者を対象とする。ただし，復旧・復興建設工事共同企業体（復興ＪＶ）として入

札参加する場合は，構成員各社いずれかの企業が配置する技術者を対象とするこ

とができる。なお，「配置する技術者の評価」は同一企業の技術者とする。 

●共同企業体としての実績を認める場合は，構成員としての出資比率２０％以上の

ものに限る。ただし，特定建設工事共同企業体（乙型ＪＶ）の構成員としての同

種工事を分担工事として経験した場合は，出資比率に関係なく認める。 
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●工場製作等を含む工事で，施工箇所とは別の工場等に他の技術者を配置する場合

は，工事費の過半以上を占める工種を担当する技術者を対象とする。ただし，村

内での実績に工場製作のみを担当した技術者等は対象としない。 

●複数の技術者をエントリーする場合は，技術力の低い方の技術者を対象とする。 

●復興ＪＶとして複数の技術者をエントリーする場合は，構成員毎に技術力の低い

方を特定し，かつ代表構成員と構成員を比較し技術力の高い方を対象とする。 

●共同企業体として複数の技術者をエントリーする場合は，代表構成員の技術者の

うち技術力の低い方を対象とする。 

●監理技術者（特例監理技術者を含む），主任技術者もしくは現場代理人として，実

績の対象とする工事の全工期の５０％を超える期間従事した技術者を対象とす

る。工場製作と据付工事が一括されている工事等も同様に扱う。 

●着手日を指定した工事の場合は，工期の初日から着手指定日もしくは工事に着手

した日までの日数を除いた期間の５０％を超える期間従事した実績を対象とす

る。 

●工事一時中止があった場合は，その中止期間を除いた期間の５０％を超える期間

従事した実績を対象とする。 

 

  ②配置する技術者の工事成績評定（過去５年間の最高評点） 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 80 点未満または実績なし 

0.50 標 準 80 点以上 82 点未満 

1.00 良 82 点以上 84 点未満 

2.00 良 84 点以上 86 点未満 

3.00 優 良 86 点以上 

●宮城県，東北地方整備局，東北農政局，宮城県道路公社が発注した工事の工事成

績評定を対象とする。 

●当該工事の開札日の属する年度の直前５ヶ年度及び当該工事入札公告日までに 

工事成績考査結果通知書を受けた工事成績評定の最高評定点を対象とする。 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，共同企業体の代表者の技術

者を対象とする。ただし，復旧・復興建設工事共同企業体（復興ＪＶ）として入

札参加する場合は，構成員各社いずれかの企業が配置する技術者を対象とするこ

とができる。なお，「配置する技術者の評価」は同一企業の技術者とする。 

●共同企業体としての実績を認める場合は，構成員としての出資比率２０％以上の

ものに限る。 

●工場製作等を含む工事で，施工箇所とは別の工場等に他の技術者を配置する場合

は，工事費の過半以上を占める工種を担当する技術者を対象とする。 

●複数の技術者をエントリーする場合は，技術力の低い方の技術者を対象とする。 

●復興ＪＶとして複数の技術者をエントリーする場合は，構成員毎に技術力の低い

方を特定し，かつ代表構成員と構成員を比較し技術力の高い方を対象とする。 

●共同企業体として複数の技術者をエントリーする場合は，代表構成員の技術者の

うち技術力の低い方を対象とする。 

●監理技術者（特例監理技術者を含む），主任技術者もしくは現場代理人として，実

績の対象とする工事の全工期の９０％以上の期間従事した技術者を対象とする。

工場製作と据付工事が一括されている工事等も同様に扱う。 

●着手日を指定した工事の場合は，工期の初日から着手指定日もしくは工事に着手
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した日までの日数を除いた期間の９０％以上を従事した実績を対象とする。 

●工事一時中止があった場合は，その中止期間を除いた期間の９０％以上従事した

実績を対象とする。 

 

  ③宮城県建設工事事故防止優良者表彰等，または同表彰工事の（監理）主任技術者

としての実績（過去５年間） 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 表彰実績なし 

2.00 標 準 表彰実績あり（１回） 

3.00 優 良 表彰実績あり（２回以上） 

●対象となる表彰制度 

宮城県建設工事事故防止優良者表彰 

東北地方工事安全施工推進大会（ＳＡＦＥＴＹ）優良企業（現場代理人）表彰 

ただし，上記の表彰制度で同一工事で重複受賞した場合は，複数回の実績として

ではなく，１回の実績と見なす。 

●当該工事の開札日の属する年度の直前５ヶ年度，及び当該工事入札公告日までの

上記の表彰制度での受賞実績を対象とする。（表彰の年度であり，表彰の対象と

なった工事の完成年度ではない。） 

●上記表彰制度のうち宮城県建設工事事故防止優良者表彰については，表彰決定通

知日をもって受賞実績とする。ただし，落札決定前に当該表彰が取り消された場

合には，受賞実績とはしない。 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，共同企業体の代表者の技術

者を対象とする。ただし，復旧・復興建設工事共同企業体（復興ＪＶ）として入

札参加する場合は，構成員各社いずれかの企業が配置する技術者を対象とするこ

とができる。なお，「配置する技術者の評価」は同一企業の技術者とする。 

●共同企業体としての実績を認める場合は，構成員としての出資比率２０％以上の

ものに限る。 

●工場製作等を含む工事で，施工箇所とは別の工場等に他の技術者を配置する場合

は，工事費の過半以上を占める工種を担当する技術者を対象とする。 

●複数の技術者をエントリーする場合は，技術力の低い方の技術者を対象とする。 

●復興ＪＶとして複数の技術者をエントリーする場合は，構成員毎に技術力の低い

方を特定し，かつ代表構成員と構成員を比較し技術力の高い方を対象とする。 

●共同企業体として複数の技術者をエントリーする場合は，代表構成員の技術者の

うち技術力の低い方を対象とする。 

●監理技術者（特例監理技術者を含む），主任技術者もしくは現場代理人として，実

績の対象とする工事の全工期の９０％以上の期間従事した技術者を対象とする。

工場製作と据付工事が一括されている工事等も同様に扱う。 

●着手日を指定した工事の場合は，工期の初日から着手指定日もしくは工事に着手

した日までの日数を除いた期間の９０％以上を従事した実績を対象とする。 

●工事一時中止があった場合は，その中止期間を除いた期間の９０％以上従事した

実績を対象とする。 

 

  ④配置する技術者の継続教育（ＣＰＤ）の取組状況 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 



- 11 - 

 

0.00 － 継続教育の証明なし 

0.25 標 準 継続教育の証明あり（各団体奨励単位の１／２未満取得） 

0.50 良 継続教育の証明あり（当該団体推奨単位の１／２以上推奨

単位未満取得） 

1.00 優 良 継続教育の証明あり（当該団体推奨単位以上取得） 

●各団体が実施している継続教育において，奨励単位に対する単位の取得状況を対

象とする。 

●企業独自の制度又は推奨単位を定めていない制度は評価対象としない。 

●評価の対象とする推奨単位とは制度を定めている場合は，上位区分（例，優良ユ

ニットと標準ユニットの区分がある場合は，優良ユニットを採用）を推奨単位と

する。 

●対象は総合評価技術資料提出時（入札時）において，各団体で取得可能な登録証

明済みの単位とし，技術資料提出期限から過去１年以内の間までに単位取得が証

明された，「証明書」を有効とする。（講習会等を受講しただけのもの，各団体に

登録申請中のものは除く。） 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，共同企業体の代表者の技術

者を対象とする。ただし，復旧・復興建設工事共同企業体（復興ＪＶ）として入

札参加する場合は，構成員各社いずれかの企業が配置する技術者を対象とするこ

とができる。なお，「配置する技術者の評価」は同一企業の技術者とする。 

●工場製作等を含む工事で，施工箇所とは別の工場等に他の技術者を配置する場合

は，工事費の過半以上を占める工種を担当する技術者を対象とする。 

●複数の技術者をエントリーする場合は，技術力の低い方の技術者を対象とする。 

●復興ＪＶとして複数の技術者をエントリーする場合は，構成員毎に技術力の低い

方を特定し，かつ代表構成員と構成員を比較し技術力の高い方を対象とする。 

●共同企業体として複数の技術者をエントリーする場合は，代表構成員の技術者の

うち技術力の低い方を対象とする。 

 

⑤ICT 活用証明書・週休２日実施証明書の有無 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 証明書なし 

0.50 良 ICT 活用証明書又は週休２日実施証明書のどちらかを有し

ている 

1.00 優 良 ICT 活用証明書及び週休２日実施証明書のどちらも有して

いる 

  ●入札公告日から過去２年以内に発行された ICT 活用証明書及び週休２日実施証明

書を対象とする。 

  ●ただし，令和元年９月２日から令和２年３月３１日までに発行された証明書は，

令和２年４月１日に発行されたものとして取り扱う。 

  ●宮城県が発行した ICT 活用証明書及び週休２日実施証明書を対象とする。 

  ●ICT 活用証明書は，証明書に記載の施工プロセスのチェック項目数に関係なく評

価するものとする。 

  ●ICT 活用証明書及び週休２日実施証明書の各証明書は，同種類の証明書を複数枚

所有していても一枚の証明書を評価対象とする。 

  ●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，共同企業体の代表者の技術

者を対象とする。ただし，復旧・復興建設工事共同企業体（復興ＪＶ）として入



- 12 - 

 

札参加する場合は，構成員各社いずれかの企業が配置する技術者を対象とするこ

とができる。なお，「配置する技術者の評価」は同一企業の技術者とする。 

  ●工場製作等を含む工事で，施工箇所とは別の工場等に他の技術者を配置する場合

は，工事費の過半以上を占める工種を担当する技術者を対象とする。 

  ●複数の技術者をエントリーする場合は，技術力の低い方の技術者を対象とする。 

●復興ＪＶとして複数の技術者をエントリーする場合は，構成員毎に技術力の低い

方を特定し，かつ代表構成員と構成員を比較し技術力の高い方を対象とする。 

●共同企業体として複数の技術者をエントリーする場合は，代表構成員の技術者の

うち技術力の低い方を対象とする。 

 

 ２．社会性 

１）労働福祉 

  ①建設業退職金共済制度導入の有無 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 自社未導入 

0.182 標 準 自社のみ導入済みで一次下請予定企業の中に未導入企業

がいる 

0.364 優 良 自社導入済み（下請なし）か，自社及び全一次下請予定企

業導入済み 

●本評価項目は入札参加者及び一次下請予定企業の導入状況を対象し，入札参加者

の自己申告で評価する。 

●一次下請予定企業はオープンブック方式の「工事費内訳書」記載の「下請負人」

とする。 

●当該工事入札公告日に有効な経営事項審査の評価結果を対象とする。 

●政令で定める軽微な建設工事について建設業の許可を受けていない者と下請契 

約を予定する場合または経営事項審査を受けていない者と下請契約を予定する

場合は，「経営事項審査用建設業退職金共済加入・履行証明書」により確認する

ものとし，技術資料提出期限から過去１年以内の「証明書」を有効とする。 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，構成企業全てを対象とする。 

●工事完了時に一次下請企業の導入状況を確認することとし，申告された評価基準

の範囲から下回った場合は，工事成績評点での減点対象とする。ただし，受注者

の責によらない事由により，建設業退職金共済制度を導入していない一次下請企

業と下請負契約を締結することとなったことを受注者が証明した場合には，この

限りではない。（「４ 評価内容の担保」参照） 

 

  ②退職一時金制度・企業年金制度導入の有無 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 自社未導入 

0.182 優 良 自社導入済み 

●対象となる制度は下記のいずれかとする。 

・退職一時金制度 

「労働協約」または「就業規則」に退職手当に関する事項について定めがある

場合 

中小企業退職金共済制度，特定退職金共済団体制度 
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・企業年金制度 

厚生年金基金制度，適格退職年金制度，確定給付企業年金制度，確定拠出年金

制度 

●当該工事入札公告日に有効な経営事項審査の評価結果を対象とする。 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，構成企業全てを対象とする。 

 

  ③障害者雇用状況 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 障害者雇用を義務づけられている企業：法定雇用義務未達

成 

障害者雇用の義務のない企業：雇用障害者数０人 

0.727 優 良 障害者雇用を義務づけられている企業：法定雇用義務達成 

障害者雇用の義務のない企業：雇用障害者数１人以上 

●本評価項目の適用は「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づくものとする。 

●当該工事入札公告日に有効な宮城県建設工事入札参加登録資格審査の承認結果 

を対象とする。 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，構成員各社のいずれかの障

害者雇用状況を対象とする。 

 

  ④労働条件の明示状況 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 労働者に労働条件を明示していない下請予定企業がいる。 

0.727 優 良 自社及び全下請予定企業が，それぞれが雇用する労働者に

労働条件を明示している。 

  ●労働基準法第１５条の１で規定されている労働条件の労働者への明示状況につい

て，入札参加者及び全下請予定企業の状況を対象とする。 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，構成企業全てを対象とする。 

●本評価項目は入札参加者の自己申告で評価し，実績資料の提出を求めないことと

する。 

●労働条件については，以下に示す事項が最低限明示されていることを要する。 

・宮城労働局が推奨している，建設労働者モデル労働条件通知に明示されている事

項全てとする。（巻末参考資料参照） 

・各事項について，就業規則を示し当該労働者に適用する部分を明確にした上で就

業規則を交付する方法としている場合は，通知書への具体的記載を要しないが，

その明示手法を発注者に示さなければならない。 

●工事施工中及び完了時に発注者が申告状況を確認することとし，労働条件の明示

状況に不適切な状況が確認された場合には，工事成績評点での減点対象とする。

（「４ 評価内容の担保」参照） 

 

⑤女性のチカラを活かす企業の認証取得状況 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 認証なし。 

0.50 良 女性のチカラを活かす企業の認証取得済み。 
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  ●当該工事入札公告日に有効な宮城県建設工事入札参加登録資格審査の承認結果を

対象とする。 

  ●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，共同企業体の代表者取得状

況を対象とする。ただし，復旧・復興建設工事共同企業体（復興 JV）として入札

参加する場合は，構成員各社いずれかの企業の取得状況を対象とすることができ

る。 

 

 ３．地域性 

１） 地域貢献 

 

①大衡村が管理する道路の除融雪業務の実績（過去５年間） 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 実績なし 

2.00 優 良 大衡村が管理する道路の除融雪業務の実績あり 

● 「道路の除融雪業務」とは，大衡村の発注業務で，冬期間を通じ出動基準等に  

基づき，除雪作業，運搬排雪作業，凍結防止剤散布作業，雪道パトロール等を実

施する業務とする。 

●当該工事の開札日の属する年度の直前５ヵ年度及び当該工事入札公告日までに 

おける元請としての契約実績を対象とする。（当該工事の入札公告日までの契約

で，契約期間中の業務を含む。） 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，構成員各社いずれかの実績

を申告することができる。 

 

  ②大衡村の施設管理業務の実績（道路除融雪業務を除く）（過去５年間） 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 実績なし 

1.00 優 良 大衡村が管理する施設管理業務の実績あり 

●「施設管理業務」とは，大衡村の発注業務で，管理者の指示等に基づき，村の管

理施設の巡視・巡回，除草，伐木，除根，補修，清掃，除融雪（道路除融雪業務

を除く）等を実施する業務とする。 

●当該工事の開札日の属する年度の直前５ヵ年度及び当該工事入札公告日までに 

おける元請としての契約実績を対象とする。（当該工事の入札公告日までの契約

で，契約期間中の業務を含む。） 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，構成員各社いずれかの実績

を申告することができる。 

 

  ③大衡村内での災害時における地域貢献の実績 

・災害協定等締結の有無 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 災害協定なし 

2.00 優 良 大衡村との災害協定あり 

●入札公告日において大衡村との間との防災活動に関する協定締結等の有無を対 

象とする。 
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●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，構成員各社いずれかの協定

を申告することができる。 

●確認資料は災害協定等の写し及び防災活動に対し一定の役割を果たすことを証明

する書類（配備体制図又は配備要領等が明示されているもの）とする。また，入

札参加者の所属する団体が災害協定等を締結している場合には当該団体に加入

していることを証する書類を提出する。 

 

  ・実績の有無(過去５年間） 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 実績なし 

1.00 優 良 実績あり 

●災害等発生時における巡回パトロール，応急対策，救援活動等の地域貢献の実績

を対象とする。 

●当該工事の開札日の属する年度の直前５ヵ年度及び当該工事入札公告日までに 

おける，大衡村内での実績を対象とする。 

●契約に基づく対価の支払いを受けたもの又は受ける予定のものは対象としない。

（協定等に基づく実費弁償を受けているものは対象とする） 

●義援金，募金，援助物資等の金品の提供のみについては対象としない。 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，構成員各社いずれかの実績

を申告することができる。 

●実績資料は災害時地域貢献に対しての村の証明書（公印又は担当職員２名の記名

押印）とする。 

 

  ④大衡村内での企業の社会的責任等（CSR）の実績※（過去２年間） 

※他の評価項目で加点された同じ内容での実績は除く 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 実績なし 

1.00 優 良 実績あり 

●企業ぐるみでの地域貢献活動を対象とするため，社員等が個人的に活動したもの

は対象外とする。 

●当該工事の開札日の属する年度の直前２ヵ年度及び当該工事入札公告日までに 

おける，村内での実績を対象とする。 

●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，構成員各社いずれかの実績

を申告することができる。 

●寄付金，募金，物資等の金品の提供のみについては対象としない。 

●入札参加者は「企業の社会的責任等（ＣＳＲ）の実績説明書（以下「ＣＳＲ実績

説明書」という。）」を提出する。なお，落札者の「ＣＳＲ実績説明書」は，総合

評価結果一覧表とともに公表する。（実績として評価したもののみ） 

●実績資料は，企業として参加したことが確認できる資料の写し（活動に関する覚

書，協定書又は活動要領のほか，活動の実施報告書，証明書，感謝状，御礼状又

は新聞記事若しくは活動状況写真等）とする。また，入札参加者の加入又は参加

する団体として地域貢献活動を行った場合には，入札参加者が当該活動に参加し

たことを証する書類（主催者の参加証明又は参加者名簿等）を提出する。 
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２）震災貢献 

  東日本大震災での対応実績（震災特例評価項目） 

配点記載内容評価基準 

評価点 記載内容 評 価 基 準 

0.00 － 実績なし 

2.00 優 良 実績あり 

●東日本大震災での村管理施設の応急対策，ガレキ処理等の実績を対象とし，緊急

的な概算契約（随意契約）の実績も対象とする。（県内市町村で構成される一部

事務組合を含む。） 

  ●当該工事に共同企業体として入札参加する場合には，構成員各社いずれかの実績

を申告することができる。 

●実績確認資料は下記のいずれかとする。 

・宮城県知事，県内市町村長，東北地方整備局長，東北農政局長，一部事務組合

の長いずれかから東日本大震災への支援に対する感謝状の写し。これ以外（所

長，課長等）からの感謝状等は対象としない。(ただし，各団体への感謝状に

より対応実績とする場合は，東日本大震災時に入札参加者が当該団体に加入し

ていたことを証する書類も提出する。東日本大震災時に入札参加者の加入が確

認できない場合は対応実績の対象としない。) 

・契約資料の写し（感謝状等が無い場合に必要） 

   


